
平成平成平成平成 23232323 年度決算年度決算年度決算年度決算にににに基基基基づくづくづくづく財政健全化法財政健全化法財政健全化法財政健全化法にににに基基基基づくづくづくづく財政判断比率財政判断比率財政判断比率財政判断比率についてについてについてについて 

平成平成平成平成 24242424 年年年年 9999 月月月月 22225555 日日日日    湯川村湯川村湯川村湯川村    総務課総務課総務課総務課    総務財政係総務財政係総務財政係総務財政係（（（（0241024102410241----27272727----8800880088008800））））    
    

    →→→→    本村本村本村本村のののの財政健全化判断比率財政健全化判断比率財政健全化判断比率財政健全化判断比率はははは、、、、いずれもいずれもいずれもいずれも早期健全化基早期健全化基早期健全化基早期健全化基

準準準準をををを下回下回下回下回るるるる数値数値数値数値となとなとなとなったったったった。。。。    
 

１１１１    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率    
名 称 平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度    平成２２年度 ※早期健全化基準 ※財政再生基準 

①①①①実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率                －－－－    ※※※※    －  １５.０％  ２０.０％ 

②②②②連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率                －－－－    ※※※※    －  ２０.０％  ３５.０％ 

③③③③実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率※※※※        ８８８８．．．．８８８８％％％％    ９．５％   ２５.０％ ３５.０％ 

④④④④将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率                －－－－    ※※※※    －－－－      ３５０.０％  

※「実績赤字比率」及び「連結実績赤字比率」については赤字額がないため「ー」で表記 

※「実質公債費比率」は 3ヶ年平均値 

※ 平成 23 年度決算における「④将来負担比率」については、マイナス値となったため「－」で表記 

実質公債費比率及び将来負担比率の推移
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２２２２    資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率    
特別会計(地方公営企業会計)の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

①①①①特定環境保全公共下水道事業特定環境保全公共下水道事業特定環境保全公共下水道事業特定環境保全公共下水道事業    －（比率なし） 
２０．０％ 

②②②②農業集落排水事業農業集落排水事業農業集落排水事業農業集落排水事業    －（比率なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎◎◎◎「「「「地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化にににに関関関関するするするする法律法律法律法律」」」」についてについてについてについて    
地方自治体の財政を、「健全」、「財政の早期健全化」、「財政の再生」の３つの段階に区分し、段階に応

じた対応を要請するものである。 

 ①①①①    実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率        

  一般会計等における歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）の一般財源の標準的な規模を表す

「標準財政規模」（標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額）に対する比率 

 ②②②②    連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率        

  特別会計を含む村の全会計を合算し、一つの法人とした場合の赤字額の標準財政規模に対する比率 

 ③③③③    実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率        

  義務的経費である公債費やこれに準じた経費の総額の標準財政規模を基本とした額に対する比率の

３ヵ年（平成 21 年度～平成 23年度）の平均値（資金繰りの程度を表す指標） 

 ④④④④    将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率        

  村債残高、退職手当、損失補償を付した第三セクター等への債務など、決算年度末時点での一般会計

等が将来負担する見込額の標準財政規模を基本とした額に対する比率（財政圧迫の可能性度合の指標） 

 ⑤⑤⑤⑤    資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率((((公営企業等会計公営企業等会計公営企業等会計公営企業等会計))))        

  一般会計等における実質赤字に相当する公営企業等会計の｢資金不足額｣の公営企業の事業規模に対

する比率（経営状態の悪化の度合いを示す指標） 



 
 

 

    【【【【※※※※参考参考参考参考    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率にににに関関関関するするするする事務手続事務手続事務手続事務手続きききき順序順序順序順序】】】】        
 

① 村で健全化判断比率等の算定（6 月中旬～7 月中旬） 

    ↓（※算定調書・様式等の作成） 

② 県の算定書類の検収(ヒアリング)（7月中旬～8 月上旬） 

    ↓（※県の事前承認） 

③ 村監査委員による審査（8 月 22 日実施） 

    ↓（※審査意見書付与） 

④ 村 9 月定例議会へ報告 → 公表(掲示場･ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等) 

    ↓（※公表後速やかに） 

⑤ 県 へ の 法 定 報 告 → 総 務 省 公 表 

 

 

 

 

 

 

((((従来制度従来制度従来制度従来制度))))    

    比率比率比率比率のいずれかがのいずれかがのいずれかがのいずれかが早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準（（（（公営企業等公営企業等公営企業等公営企業等にあってはにあってはにあってはにあっては経営健全化基準経営健全化基準経営健全化基準経営健全化基準））））以上以上以上以上となったとなったとなったとなった

場合場合場合場合にはにはにはには、、、、再生健全化計画再生健全化計画再生健全化計画再生健全化計画（（（（公営企業等公営企業等公営企業等公営企業等にあってはにあってはにあってはにあっては経営健全化計画経営健全化計画経営健全化計画経営健全化計画））））をををを策定策定策定策定しししし、、、、自主的自主的自主的自主的なななな改改改改

善努力善努力善努力善努力でででで財政財政財政財政（（（（経営経営経営経営））））健全化健全化健全化健全化をををを目指目指目指目指すこととなりすこととなりすこととなりすこととなり、、、、いずれかがいずれかがいずれかがいずれかが財政再生基準以財政再生基準以財政再生基準以財政再生基準以

上上上上となったとなったとなったとなった場合場合場合場合にはにはにはには、、、、財政再生計画財政再生計画財政再生計画財政再生計画をををを策定策定策定策定しししし国等国等国等国等のののの関与関与関与関与によるによるによるによる確実確実確実確実なななな財政再生財政再生財政再生財政再生

がががが図図図図られることとなるられることとなるられることとなるられることとなる。。。。    



１１１１----①①①①    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率----実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率（（（（※※※※算定様式算定様式算定様式算定様式「「「「総括表総括表総括表総括表②②②②」）」）」）」）    
 

【【【【算定方法算定方法算定方法算定方法】】】】    

 
 

 

 実質赤字額実質赤字額実質赤字額実質赤字額＝△54,490 千円（黒字）／標準財政規模＝1,579,992 千円 

実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率    ※※※※黒字黒字黒字黒字のためのためのためのため比率比率比率比率なしなしなしなし    

（（（（前年度前年度前年度前年度△△△△5.125.125.125.12％）％）％）％）    △△△△３３３３....４４４４４４４４％％％％    
 

１１１１----②②②②    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率––––連結実質赤字連結実質赤字連結実質赤字連結実質赤字比率比率比率比率（（（（※※※※算定様式算定様式算定様式算定様式「「「「総括表総括表総括表総括表②②②②」）」）」）」）    
 

【【【【算定方法算定方法算定方法算定方法】】】】    

 
 

 

 連結実質赤字額連結実質赤字額連結実質赤字額連結実質赤字額    ＝△82,926 千円（黒字）／標準財政規模＝1,579,992 千円 

連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率    ※※※※黒字黒字黒字黒字のためのためのためのため比率比率比率比率ななななしししし    

（（（（前年度前年度前年度前年度△△△△8.168.168.168.16％）％）％）％）    △△△△５５５５....２４２４２４２４％％％％    
【連結対象会計】※「墓地事業特別会計」については一般会計に属する特別会計として除外。 

区分区分区分区分    会会会会    計計計計    名名名名    
実質収支実質収支実質収支実質収支・・・・余剰額余剰額余剰額余剰額    

（（（（平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度））））    

実質収支実質収支実質収支実質収支・・・・余剰額余剰額余剰額余剰額    

（（（（平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度））））    

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等

以外以外以外以外のののの    

特別会計特別会計特別会計特別会計    

国民健康保険 14,179 千円 26,632 千円 

介護保険 9,488 千円 15,425 千円 

後期高齢者医療 322 千円 202 千円 

公営企業等公営企業等公営企業等公営企業等

のののの特別会計特別会計特別会計特別会計    

特定環境保全公共下水道事業 2,238 千円 4,578 千円 

農業集落排水事業 2,209 千円 4,694 千円 

    連結対象会計連結対象会計連結対象会計連結対象会計    計計計計    28,43628,43628,43628,436 千円千円千円千円    51,53151,53151,53151,531 千円千円千円千円    

 

◎◎◎◎湯川村平成湯川村平成湯川村平成湯川村平成 23232323 年度決算年度決算年度決算年度決算当当当当てはめてはめてはめてはめ    

 

    標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模（（（（湯川村湯川村湯川村湯川村 23232323 年度年度年度年度））））    

・標準税収入額等 392,314 千円 

・普通交付税額 1,089,998 千円 

・臨財債発行可能額  97,680 千円 

             計計計計            1,579,9921,579,9921,579,9921,579,992 千円千円千円千円    

◎◎◎◎湯川村平成湯川村平成湯川村平成湯川村平成 23232323 年度決算年度決算年度決算年度決算当当当当てはめてはめてはめてはめ    

村が通常水準の行政活動を行う上で必要な 

一般財源の総量 

≪普通会計実質収支額≫ 

・一般会計分：54,366 千円 

・墓地会計分：  124 千円 

上記普通会計分54,490千円及

び下表特別会計分計との合計

額（村全会計分の実質収支） 



１１１１----③③③③    健全健全健全健全化判断比率化判断比率化判断比率化判断比率––––実質公債費実質公債費実質公債費実質公債費比率比率比率比率（（（（※※※※算定様式算定様式算定様式算定様式「「「「総括表総括表総括表総括表③③③③」）」）」）」）    

    
【【【【算定方法算定方法算定方法算定方法】】】】    

 
 

 

 

    実質実質実質実質公債費比率公債費比率公債費比率公債費比率（（（（単年度単年度単年度単年度））））    ＝＝＝＝８８８８．．．．１８９９８１８９９８１８９９８１８９９８％％％％    
    

１１１１１１１１１１１１，，，，８８５８８５８８５８８５千円千円千円千円    

（地方債元利償還金 214,011＋準元利償還金 116,612）－（特定財源 4,866＋基準財政需要額算入額 213,872） 
  調査表項目№（①・②）＋  （③～⑦）    －   ⑧   ＋  （⑨～⑭・⑱） 

 

１１１１，，，，３６６３６６３６６３６６，，，，１２０１２０１２０１２０千円千円千円千円    

（標準財政規模 1,579,992）－（元利償還金に係る基準財政需要額算入額 213,872） 
   調査表項目№（⑮～⑰）    ー  （⑨～⑭・⑱） 

 

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率    
（（（（３３３３ヵヵヵヵ年平均年平均年平均年平均））））    

※※※※単年度比率単年度比率単年度比率単年度比率(H21(H21(H21(H21～～～～H23H23H23H23))))    

・・・・H21H21H21H21 年度年度年度年度: 9.80325: 9.80325: 9.80325: 9.80325％％％％    

・・・・H22H22H22H22 年度年度年度年度: 8.68803: 8.68803: 8.68803: 8.68803％％％％    

・・・・H23H23H23H23 年度年度年度年度: 8.18998: 8.18998: 8.18998: 8.18998％％％％    ８８８８....８８８８％％％％    
 

    概概概概    要要要要    説説説説    明明明明        

 前年度と比較して 0.49805 ポイント減となった。主な要因としては、「元利償還金

の額」について「Ｈ10 過疎債」（年償還額 26,149 千円）等の償還終了により、前年

度比 21,739 千円の減となり、また、「公債費に準ずる債務負担行為」について「会

津南部地区国営造成事業償還金」（年償還額 24,433 千円）の償還終了による同額減

等があげられる。 

 なお、現時点での元利償還額の推移で試算すると、当比率についても今後減少の

方向で推移するものと考えられる。 

◎◎◎◎湯川村平成湯川村平成湯川村平成湯川村平成 23232323 年度決算年度決算年度決算年度決算当当当当てはめてはめてはめてはめ    



１１１１----④④④④    健全健全健全健全化判断比率化判断比率化判断比率化判断比率––––将来負担将来負担将来負担将来負担比率比率比率比率（（（（※※※※算定様式算定様式算定様式算定様式「「「「総括表総括表総括表総括表④④④④」）」）」）」）    

    

【【【【算定方法算定方法算定方法算定方法】】】】    

 
 

 

 

△△△△３９２３９２３９２３９２，，，，０７９０７９０７９０７９千円千円千円千円    

（将来負担額 3,846,639）－（充当可能基金 2,056,484＋充当可能特定財源 4,242＋基準財政需要額算入額 2,177,992） 

 

１１１１，，，，３６６３６６３６６３６６，，，，１２０１２０１２０１２０千円千円千円千円    

（標準財政規模 1,579,992）－（元利償還金に係る基準財政需要額算入額 213,872） 

 

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率    ※△※△※△※△のためのためのためのため比率比率比率比率なしなしなしなし    
※※※※単年度比率単年度比率単年度比率単年度比率(H21(H21(H21(H21～～～～H23H23H23H23))))    

・・・・H21H21H21H21 年度年度年度年度：：：：２７２７２７２７．．．．５５５５％％％％    

・・・・H22H22H22H22 年度年度年度年度：：：：        －－－－        ％％％％    

・・・・H23H23H23H23 年度年度年度年度：：：：        ーーーー        ％％％％    

△△△△２８２８２８２８....７７７７％％％％    

    概概概概    要要要要    説説説説    明明明明        

 当該比率の増加要素である「将来負担額」については、前年度と比較して、｢地方

債の現在高｣で△11,950 千円、「退職手当負担見込額」で△7,829 千円となっており、

比率減少要素である「充当可能基金」については 415,848 千円の大幅増となったた

め、当該比率については前年度に引き続きマイナス数値のため「比率なし」となっ

ている。 

 しかしながら、「充当可能基金」には、今後全額取崩しが考えられる「庁舎建設基

金」477,980 千円や「住民生活安定等基金（復興基金）」216,199 千円等も含まれて

おり、今回の算定に当基金分を控除して計算すると、当該比率が 22.1％となり 50．

8％もはね上がることも考えれば、今後とも財政運営については、十分に注視しなが

ら進めていく必要がある。 

◎◎◎◎湯川村平成湯川村平成湯川村平成湯川村平成 23232323 年度決算年度決算年度決算年度決算当当当当てはめてはめてはめてはめ    


